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年金法改正による「在職老齢年金制度の

見直し」と「厚生年金保険等の標準報酬月

額の上限の段階的引上げ」について  

 

 

６月 13 日に「社会経済の変化を踏まえ

た年金制度の機能強化のための国民年金

法等の一部を改正する等の法律案」（「年金

制度改革法」）が成立しました。基礎年金の

給付水準の底上げや遺族年金の見直しな

ど、改正項目が多く影響も大きいことから

も、関心の高さがうかがわれます。ここで

は、企業に影響のある改正（被用者保険の

適用拡大等、在職老齢年金制度の見直し、

厚生年金保険等の標準報酬月額の上限の

段階的引上げ）のうち、在職老齢年金制度

の見直しと厚生年金保険等の標準報酬月

額の上限の段階的引上げについて取り上

げます。  

 

◆在職老齢年金制度の見直し  

一定の収入のある厚生年金受給権者が

対象の在職老齢年金制度について、支給停

止となる収入基準額が 50 万円（令和６年

度価格）から 62 万円に引き上げられます。

施行日は 2026 年４月１日の予定です。  

そもそも、在職老齢年金制度とは、 現役

レベルの収入がある者には、年金制度の支

え手に回ってもらう観点から、賃金と老齢

厚生年金の合計が基準を超える場合に、老

齢厚生年金の支給を減らす仕組みです。高

齢者の活躍を後押しし、できるだけ就業調

整が発生しない、働き方に中立的な仕組み

とすることを目的としています。  

 

年金支給停止額（月額換算額）=（総報酬月

額相当額＋基本月額－基準額）×２分の１  

この支給停止基準額は、平成 17 年度（48

万円）の制度開始から徐々に引き上げられ

てきており、今回の改正で、51 万円（平成

17 年度）から 62 万円(2026 年度）になり

ます。  

 

◆厚生年金保険等の標準報酬月額の上限

の段階的引上げ  

厚生年金保険等の標準報酬月額の上限

について、負担能力に応じた負担を求め、

将来の給付を充実する観点から、その上限

額が標準報酬月額 65 万円（32 等級）から  

75 万円に段階的に引き上げられます。また、

最高等級の者が被保険者全体に占める割

合に基づき改定できるルールが導入され

ます。  

 

実施時期は、 68 万円（令和９年９月～）、

71 万円（令和 10 年９月～）、 75 万円（令

和 11 年９月～）と３段階にわけて順次引

き上げられます。  

 高所得者の実態と制度の不整合（現在の

標準報酬月額の上限を超える賃金を受け

取っている人は、実際の賃金に対する保険

料の割合が低く、収入に応じた年金を受け

取ることができない）を是正することが改

正の背景の要因の１つです。改正により、

新しい「標準報酬月額」に該当する方は、

足下の保険料とともに将来の年金額が増

加します。また、厚生年金制度の財政が改

善することで、年金額の低い方も含めた厚

生年金全体の給付水準も底上げされるこ

とが期待されます。  
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